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Ⅰ　はじめに

１　地域格差と西部大開発

上海の新開発区である浦東を「龍頭」に

みたてて長江沿岸経済圏を発展させ、上海

を国際的な経済・金融・貿易センターとす

る計画が立ち上がって10年。2000年までの

10年間に浦東新区のGDPは６倍に、上海市

全体のGDPは３倍に増大し、玲瓏たる国際

都市へと上海は変貌しつつある。その一方

で中国は、現在でも3,000万人の貧困人口を

抱えており、その大部分が西部地域と呼ば

れる内陸部に集中している。1999年度の全

国31省市区１）の一人あたり所得を眺めると、

上位10省市区のうち９位までを東部12省市

区で占めており、ベスト１の上海市とワー

スト１の貴州省との所得格差は約12倍にも

なる。このような極端な所得格差は、発展
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Abstract

Since starting the opening policy, the Chinese economy has continued rapid development.

The benefit, however, impute to the eastern coastal area, whereas development of the
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に取り残された内陸部の不満を高め、特に

近年では社会不安２）が増大している｡

西部地域における社会基盤施設の整備は

東部地域と比べ極めて遅れており、中でも

水利と交通施設の整備が西部地域の社会経

済の発展を遅延させている。西部地域は概

して水資源が不足しており、土地の砂漠化

や流出が進み、生命活動や経済活動を困難

にしている。一方、交通施設整備の遅れは

他地域との人･モノの流れを阻害し、経済発

展の制約要因となっている。元来西部地区

は地域が広大であり、内陸に位置するため

海洋から遠く、さらには人口が分散してい

るため、交通の必要性は沿海部よりも高い。

海外あるいは沿海部との交易のためには、

沿海部･海外とを結ぶ幹線が重要となる。

中国西部地域において沿海部への輸送は、

主に長江を用いたものと、大陸横断鉄道を

用いた輸送が考えられる。例えば2000年12

月27日に国務院が通達した「西部大開発の

実施に関する若干の政策措置の通知」の中

では、いくつかの国際輸送路が明示されて

いる。“西部大開発の実施には、ユーラシ

ア・ランドブリッジ、長江水道、西南から

海へのルートなどの交通幹線に依拠し、中

心都市の役割を発揮させ、点をつないで線

とし、点から面へと展開し、西部の特色あ

る西隴海蘭新線「連雲港-蘭州鉄道の西区間

と蘭州-ウルムチ鉄道」、長江上流、南寧－貴

陽－昆明などの行政区域を越えた経済ベル

トを徐々に形成し、その他の地区の発展を

連動させ、段階的重点的に西部大開発を推

進する”とされる。

２　中国物流の現状と課題

中国の鉄道路線長は着実に伸びており、

2000年末時点でおよそ68,000kmに達してい

る。1996年からの第９次５ヵ年計画期間中

では、約6,100kmの増加となり、５ヵ年計画

期間中では過去最大となった。また中国鉄

道部は、輸送力増強と近代化を目指して新

線建設だけでなく、速度向上、複線化、電

化などを強力に進めている。2005年までの

目標としては、合資鉄道を含む鉄道新線建

設6,000km、地方ローカル鉄道建設1,000km、

全国鉄道営業キロを75,000km、その内複線

区間を25,000km（建設区間3,000km）、電化

区間を20,000km（建設区間6,000km）以上と

することが掲げられている。また、その整

備方針として、「全国鉄道網建設の加速（八

縦八横）」、「鉄道既存線の技術改造」、「西部

地区鉄道網の建設」が示されている。「西部

地区鉄道網の建設」の中では新ユーラシ

ア・ランドブリッジの建設も期待されてい

る。元来、ユーラシア大陸横断鉄道とはウ

ラジオストックを起点としたシベリア鉄道

のことを指すが、新ユーラシア･ランドブリ

ッジはこれより2,500km短い（所要時間で１

週間）、太平洋と大西洋を結ぶ最短鉄道であ

る。ユーラシア大陸においてこのようなラ

ンドブリッジ建設の構想は、新ユーラシア･
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図1.1 八縦八横ネットワーク

（出所）高木清晴（2002）を参考に作成



ランドブリッジのほかにもいくつか提示さ

れており、たとえばERINA３）では７本の輸

送回廊を提案している。

交通社会資本が整備されると、単に交通

条件が向上するのみならず、多数の経済主

体に対して様々な効果が波及的にもたらさ

れる。交通施設の開通した地域で輸送コス

トが低下し、同地域の産業・家計に優位性

がもたらされると、当該地域の立地上の魅

力が増し、新たに産業･家計の立地が起こり、

地域経済の活性化、雇用の増大などの効果

がもたらされる。そしてこれらの変化は産

業連関を通じて他の産業、他の地域へと波

及効果をもたらしていくことになる。また

これまで西部地域は沿海各省に比べて地域

間の分業が疎遠であって、これが地域格差

をもたらした一つの大きな要因でもあった。

物流政策によって如何に交易条件が改善さ

れ、沿海地域、あるいは中部、海外との間

にどのような新しい分業体制が生じうるの

か。中国西部地域の行方を考える上での大

きな関心事項である。

３　政策評価の必要性と計量モデル

広域経済圏の形成に対応する明確な開発

戦略の形成は、内陸部の都市と地域にとっ

てますます重要な政策課題になってきてい

る。広大な国土を有す中国では、モノの移

動に際しては、いかに道路、鉄道、あるい

はその組合せによって運ぶかという問題が

生じる。近年では、流通制度の転換や、モ

ータリゼーションの進展に伴ってその選択

の可能性は拡大しており、広域な物流現象

を考える際には、こういった分担体制を考

慮することの必要性が増している。

一方、こういった大規模輸送路は各省市

区にまたがっているため、それら地域間の

総合的な開発戦略の醸成が不可欠となる。

例えば国家レベルの総合計画や各部門（機

関）ごとの計画、省市区等の地域レベルの

計画における事業内容の調整が課題となる。

またその際には、公共事業を実施する根拠
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図2.1 モデル概要



を明らかにしていく作業も求められる。す

なわち交通政策がいかにして地域社会・経

済に影響を与え、どのようなカタチでその

目的である地域格差の解消と生活環境の向

上に関わりうるかといった、定量的な影響

分析が必要となる。

これまでこのような大規模交通施設の整

備の検討には、いくつかのモデルが考案さ

れ政策の評価が行われてきた。たとえば国

家発展委員会によって西部大開発における

交通政策の検討を目的として設立された西

部開発総合交通発展戦略研究工作会議では、

1999年に「西部開発総合交通発展戦略研究」

を作成し、中国における交通政策を総合的

に論じている。西部地域の交通の現状や特

殊性を指摘するとともに、各省市区からの

発生交通量の将来予測を行い、今後の交通

施設整備の展望を示している。こういった

回帰分析や弾性係数法などを用いた、経済

成長（GDP）の予測に基づく交通需要量予

測は、今後増加するであろう需要に交通施

設が対応しえず経済発展のボトルネックに

なりうるか、あるいはどの程度の交通容量

（交通整備計画）整備が必要かといった事を

明らかにできる。しかしながら、交通施設

整備（交通条件の改善）が直接･間接的に経

済や環境に与える影響を把握することはで

きず、それに基づく事業の選択はできない。

そこで本研究では、西部大開発の目的と中

国経済の特徴に資した“距離帯と交通手段”、

“産業連関と空間連関”といった２つの要件

を満たすモデルを構築し、交通政策の検討

を可能にすることを目的とする。

Ⅱ　分析モデルの構築

１　分析モデルの体系

モデル分析を政策議論の場において利用

するためには、現実の政策をより具体的に

表現することを可能にし、かつそれぞれの

政策を導入した場合にみられる影響や波及

効果を定量的に評価することが必要である。

すなわち西部大開発による鉄道、道路など

の交通整備政策を具体的に記述でき、かつ

その影響を合理的に分析可能なモデルの構

築が求められる。交通政策はまず、各地域

における交通条件を変化させ、地域間の交

通流動を変える。そしてこうした交通流動

の変化は、各地域の生産構造や消費構造を

更新する。

交通政策による交通流動の変化の把握は、

交通工学などの分野で研究が盛んである。

また、各地域の生産構造や消費構造の変化

については計量経済学などの分野で研究が

盛んである。本研究では中国の交通政策検

討の基礎となりうるような指標の提供を視

野に入れ、これらの分野で開発されたモデ

ルを統合し、交通政策の地域社会への影響

をマクロ的に捉えられるモデルを構築して

いる（図2.1）。

交通整備政策を具体的に記述するために
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図2.2 都市間鉄道ネットワーク



は、まず実際の交通流動に即したネットワ

ークを構築する必要がある。これにより、

交通政策により変化する各地域の交通条件

の変化を表現することが可能となる。次い

で交通整備政策による地域間の交通流動の

変化を、ロジットモデルを用いた交通モデ

ルによって把握する。そして交通モデルで

最終的に得られる単位あたり輸送費用（品

目別）をCGEモデル（経済モデル）に組み

込むことで、交通政策が中国の地域経済に

与える影響を定量化、評価することが可能

になる。

２　交通モデル

本研究では、交通モデルを用いて交通政

策が交通流動に与える影響を把握する。こ

の交通モデルにより、交通政策を実施した

場合に単位あたり輸送費用（品目別）が求

められ、これが経済モデルの入力変数にな

る。

まず輸送費用であるが、式（1）の如く各

機関の輸送費用を合成した費用関数を用い

ている。すなわち、“r－s地域間”の i財の

単位あたり輸送費用（品目別）C i
rsを、機関

毎の単位あたり輸送費用（C鉄道rs 、Crs自動車）と各

機関の分担率（y鉄道rs 、yrs自動車）によって表す。

また財によって重量等が変化するため、補

正係数αiを乗じて単位あたりの輸送費用を求

めている。分担率は式（2）,（3）のようなロ

ジットモデルで表現する。またロジットモ

デルでは各選択肢（鉄道、道路）の効用を

特定する必要があり、ここでは効用が輸送

時間で表されるサービス変数の関数である

として式（4）,（5）のように考えている。な

お同式におけるα鉄道,α自動車は輸送時間に係るパ

ラメータであり、βrは発地のr輸送特性をあ

らわすパラメータ、β0は定数である。ここで

地域間の交通条件が変化すると、各機関の

輸送時間が変化し、次いで分担率、平均費

用が変化する。また各機関の輸送費用も政

策的に変更可能である。
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図2.3 発地による定数の推定結果

表2.1 パラメータの推定結果

変　　　　数

鉄道輸送時間（分）

道路輸送時間（分）

発地による定数

定数

相関係数

自由度修正済決定係数

α1

α2

βr

β0

R

‾R2

係数（ｔ値）

3.42（2.16）

-16.1（-11.1）

図2.3参照

107.6（36.2）

0.950

0.900

発地ダミー

7 - 14.8 （1）
5 - 7 （1）
4.7 - 5 （1）
3.8 - 4.7 （1）
3.7 - 3.8 （1）
-3.6 - 3.7（21）
-18.1 - -3.6 （6）
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＝（走行時間）＋（積下し時間） （7）

中国交通年鑑をもとに推計した分担率と

輸送企業が公表している各地域間の輸送時

間をもとに、回帰分析を行って推定したパ

ラメータの値と予測モデルの精度を表2.1お

よび図2.3に示す。ここで相関係数は0.950、

また各変数の値も十分に高い。図2.3に示し

たのは発地による定数であり、濃度の高い

地域ほど、交通条件が同じであれば道路に

よる輸送傾向が高いことを示している。同

図を概観すると、西部地域、特に新彊維吾

爾自治区･甘粛省･四川省･雲南省でこれらの

値が大きく、北京市、天津市、山西省ある

いは東北地域などでは、小さな値を示して

いることがわかる。

３　経済モデル

経済モデルは、交通モデルによって得ら

れた単位あたり輸送費用（品目別）の変化

から、政策内容の変化が社会経済に与える

影響を定量的に把握するものである。本研

究では経済モデルとして応用一般均衡モデ

ル（以下CGEモデル）を用いており、また

t rs
自動車 

図2.4 地域区分

表2.3 産業区分

産業分類

農林水産業

基礎素材型産業

生活関連型産業

加工組立型産業

社会基盤型産業

広域サービス

地域サービス

表2.2 地域間産業連関表

生産部門

運輸部門

輸　入

雇用者所得

その他

サイズ

R×N

R×R×N

N

R

1

R R R １R×R×NR×N

生
産
部
門

運
輸
部
門

民
間
消
費

政
府
消
費

資
本
形
成

輸
　
出

R：地域数（29地域）
N：産業数（７産業）



生産関数および効用関数のパラメータを決

定するためのデータセットとして、国家統

計局が作成した29省市区（1997年）産業連

関表をもとに推計した地域間産業連関表を

使用している。

中国における入手可能な最新の全国産業

連関表は「China Input-Output Table 1997」

であり1998年に公表されている。また同じ

く地域表に関しても1997年度を対象として

作成され、本研究では同表を使用している。

同地域表は、新SNA体系に基づく非競争移

入型・生産者価格表示の連関表であり、内

生部門は38部門、付加価値は４部門、最終

需要は６部門にそれぞれ分類されている。

しかしながら部門分類は分析目的に対応し

える範囲内で可能な限り集約することが、

モデルの取り扱い上得策である。そこで本

研究では、内生部門を７部門、付加価値を

２部門、最終需要を４部門にそれぞれ集約

している。また地域区分に関しては1997年

時点には存在しなかった２特別区（香港：

1997返還、マカオ：1999返還）と、統計局

が作成していない西蔵自治区、海南省を除

いた29省市区を対象とした。

CGEモデルでは、国内の各地域で行われ

る経済活動を数学モデルを用いて記述する

ことで、交通基盤整備によって各地域の経

済的な結びつきが変化したとき、経済活動

にどのような影響が発生するかを分析する。

国内の各地域には生産活動を行う生産者と

消費活動を行う家計がそれぞれ立地してい

るものとする。生産者が生産する財には多

様な種類が考えられ、財の種類によって輸

送特性が大きく異なるため、複数の財の種

類を考え、生産する財の種類に応じて生産

者がさらにいくつかに分類されるものとす

る。また、各地域で生産された財はそれぞ

れ異なるものとして定式化を行うことにす

る（Armingtonの仮定）。また生産者は生産

を行うため労働と資本を必要とするが、こ

－41－

図3.1 蘭州･宝鶏間鉄道複線化事業



れらの生産要素は全て家計が保有し、家計

はこれを市場に供給することで所得を得て、

消費活動を行っているものとする。このと

き、地域の単位として日常生活の大半がそ

の中で営まれる程度の広がりを持つ地域を

仮定することができれば、資本については

ある程度広域的な流動が考えられるが、労

働についてはその大半が地域内の市場で取

引されるものと考えられる。そこで資本に

ついては全国に一つの市場が成立し、労働

については地域毎に市場が成立するものと

する。逆にこうした制約を設けることによ

り、各地域の家計の効用に差が生じ、交通

基盤整備をはじめとする各種政策がそれぞ

れの地域にどのような影響を与えるのかを

把握することが可能になる。

Ⅲ　分析

１　CLB（蘭州-宝鶏線）整備効果の分析

中国ではその基軸となるいくつかの交通

網の整備が計画されている。特に、西北と

沿海部、西南と沿海部を結ぶ２線が注目さ

れており、西部大開発や第10次５ヵ年計画

でも、いくつかの具体的なプロジェクトが

取り上げられている。例えばチャイナラン

ドブリッジに属し、2005年に完成が予定さ

れている蘭州-宝鶏間の複線化は、これまで

その複雑な地形ゆえに複線化が遅れてきた

路線である。

隴海線鉄道（延長約1,760km、起点（東）

は江蘇省連雲港、終点（西）は甘粛省蘭州

市、江蘇･安徽･湖南･陝西･甘粛の５省を横

断し、徐州、開封、鄭州、洛陽、西安、蘭

州などの都市を経由する）は中国大陸の東

西を結ぶ最大の幹線である。また同区間は、

延長10,900kmの新ユーラシア･ランドブリッ

ジ（あるいはシルクロード鉄道）にも属し

ている。このうち蘭州･宝鶏間鉄道は、甘粛

省蘭州と陝西省宝鶏の間487kmを結ぶ区間で

あるが、第10次５ヵ年計画に100億元を投資

した複線化事業が掲げられており、現在そ

の建設が進んでいる。同区間は地形が複雑

であるため、これまで唯一隴海線鉄道の中

で複線化が完了していなかった。この完成

により、チャイナランドブリッジの主要区

間は概ね複線･電化事業が完成することとな

り、一層の地域間交易の拡大が期待されて

いる。

社会資本整備による社会的厚生の向上を

客観的に判断するためには、厚生変化を何

らかの方法で貨幣価値に換算して捉える必

要がある。経済学においては、厚生変化を

貨幣測度で評価する場合、個人の効用水準

の変化と同等の変化をもたらす所得の変化

を便益の貨幣測度とする場合が多く、貨幣

的測度として消費者余剰の変化量（Marshall

and Dupuit Measure: MD）、補償変分

（Compensating Variations: CV）、等価変分

（Equivalent Variations: EV）が提案されて

いる。社会的な厚生の向上は、個人のMD、

CVあるいはEVをそれぞれ集計したものとし

て捉えられる。ここでEＶは効用の単調変換

であることが知られており、CVよりも優位

中国における物流政策評価のための地域計量モデルの開発
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図3.2 EVの変化（蘭州･宝鶏間鉄道）
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である４）。

蘭州-宝鶏線の複線化による地域効用（EV）

の変化を測定したところ、中国全域では約

４億９千万元の増加がみられた。図3.2は蘭

州-宝鶏線の複線化による各省市区の地域効

用の変化を示したものであるが、特に蘭州

の属する甘粛省やCLB沿線の新彊維吾爾自治

区、江蘇省などで地域効用の増加が大きい。

図3.3は各地域への財一単位あたりの輸送

に要する平均的な費用（各地域からの費用

の合計を地域数29で除したもの）の変化を

表したものである。ここで濃度の高い地域

ほど輸送費用の減少が大きい。新彊省、甘

粛省、青海省といった西北地域や、中部の

５省、四川、重慶などで交通条件の大きな

改善がみられる。このような交通条件の変

化によって、製品価格が低下し、すなわち

実質所得が増加する。ここで一例として生

活関連型産業の消費地価格の変化を図3.4に

示すが、特に交通条件の改善がみられた新

彊維吾爾自治区、甘粛省、青海省で低下が

大きい。これら３省区にとって蘭州-宝鶏線

は、以東25省との交易を支える主要幹線で

あって、その改善によって移入財の製品価

格が総じて低下したためであると考えられ

る。また賃金の変化であるが、図3.5に示す

ように甘粛省や青海省、さらにCLB東端の江

蘇省で大きく増加している。これは図3.6に

示すように、各地域における生産の変化に

大きく依拠している。

次いで、各財の生産の変化を概観するこ

とで、蘭州-宝鶏線が各地域の産業構造、ま

た分業体制にどのような影響を与えるかを

考えることにしたい。まず全国的な生産の

変化を図3.7にみると、交通条件の改善によ

って基礎素材型産業、生活関連型産業、加

－43－

図3.3 平均費用（着地）の変化 図3.4 生活関連産業の消費地価格の変化

図3.5 賃金率の変化 図3.6 生産額の変化
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工組立型産業、社会基盤型産業といった２

次産業の生産が増加していることが分かる。

また特に各製品の原料となる基礎素材型産

業の増加が大きい。一方で、地域サービス

や広域サービス、農林水作業では生産が減

少している。

２次産業の生産は例えば図3.8のように、

総じて新彊維吾爾自治区、甘粛省、江蘇省

といった地域で大きく増加している。また

農林水産業に関しては、全国的に生産が減

少しているものの、唯一甘粛省で大きな増

加を確認することができる（図3.9）。

２　事業間の比較

四川省および重慶市は西南地域最大の開

発拠点であるが、沿海部を結ぶ鉄道線の敷

設が十分とはいえない。そのため現在は改

善策の一つとして重慶-杯化間の新線の建設

が進められている（図3.1）。

本節では重慶-杯化間の新線建設事業と蘭

州-宝鶏線複線化事業の効果を比較しつつ、

その特徴について考察する。

EVの変化は図3.11のようになる。新線建

設の効果は重慶市、四川省、湖南省、広東

省の４地域で収束しており、蘭州-宝鶏線の

効果に比べて地域的な広がりは極めて狭い。

同様に、生産の変化（全産業の生産額の合

計）も同４地域にほぼ限られている。これ

らの原因としては、

（1）交通条件の変化の最も大きい重慶市、

四川省、湖南省、広東省はいずれも産業基

盤を保有しており、これらの地域で生じた

一次的な生産や所得の変化による波及効果

は自地域の中で収束すること

（2）新線建設によって広東省をはじめと

する華南経済圏は四川省・重慶市、さらに

はより以西の新彊吾爾自治区、甘粛省、青

海省という西北地域との交易条件が改善さ

れる。しかしながら華南経済圏は経済基盤

が強く、必要とする大部分の財は自地域で

賄うことが可能であるし、唯一資源や原料

については域外からの投入を必要とするも

中国における物流政策評価のための地域計量モデルの開発
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図3.8 基礎素材型産業の生産の変化

図3.9 農林水産業の生産の変化
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のの、海外からの輸入や、四川省・重慶市

などからの投入が多いため、もとより西北

地域との交易は少なく、交易条件の改善に

よる効果が生じなかったであろうこと

が考えられる。翻って図3.2において整備効

果が広域的に現れたことは、西北地域各省

は産業基盤が脆弱であり、かつ西北地域内

部で互いに分業できるような産業構造を有

していないため、内部５省や沿海地域との

経済的な結びつきが強いことがその要因で

あると考えられる。

次いで生産の変化を産業ごとに眺めると

（図3-10）、中国全域で見た場合には、蘭州-

宝鶏線複線化と同様、工業製品の生産が増

加していることが分かる。ただその内訳は、

蘭州-宝鶏線では基礎素材型産業の増加が最

も大きかったことに比べ、加工組立型産業、

生活関連型産業が生産を増加している。加

工組立型産業の増加を支えている地域は、

上述した重慶市、四川省、湖南省、広東省

であり、日本企業を含めた外資系企業の参

入が進んでいる地域である。生活関連型産

業の増加の大部分は重慶市によるものであ

り、交易と分業化の進展によって、食料品、

繊維工業製品、衣服・皮革、木材・木製品、

パルプ・紙・加工品などの軽工業品の生産

が内陸地域で活発化する傾向がうかがえる。

Ⅳ　おわりに

１　成果

西部地域における交通施設整備の遅れが

他地域との人・モノの流れを阻害し、これ

らの地域の経済発展の制約となっている。

これに対して、中国政府は「西部大開発」

を打ち出し、持続可能な発展に向けた交通

施設整備の方策を模索しているが、行政の

部門間・地域間の協力が不十分なために、

様々な問題が発生していることも事実であ
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-5000 0 5000 10000

地域サービス 

広域サービス 

社会基盤型産業 

加工組立型産業 

生活関連型産業 

基礎素材型産業 

農林水産業 

（万元） 

図3.10 生産額の変化
（重慶-杯化間の新線建設）

図3.12 総生産額の変化
（重慶-杯化間の新線建設）

図3.11 EVの変化
（重慶-杯化間の新線建設）

（万元）

5,000

2,500

500

（％）

0.007 - 0.0351
0.002 - 0.003
0.001 - 0.002
0 - 0.001

生産総額の変化
（万元）

10,000

5,000
1,000
-1,000
-5,000

-10,000



る。そこで本研究では、交通施設整備が西

部開発に与える影響を定量的に分析する地

域計量モデルを提案し、行政の部門間・地

域間でのコミュニケーションを図るための

新たな支援ツールの開発を試みた。

このとき、中国における地域計量モデル

は、“距離帯と交通手段”、“産業連関と空間

連関”と言う２つの要件を満たす必要があ

り、Ⅲではこれらを満たす一つのモデルと

して、「交通モデル」と「CGEモデル」を統

合した新しい地域計量モデルの提案を行っ

た。また、Ⅳでは、この地域計量モデルを

用いて、第10次５ヵ年計画の中で西部地域

の振興策として取り上げられている２つの

鉄道整備事業を例にして一連の分析を行っ

た。そして、

・道路から鉄道への輸送手段の転換による

沿線地域の効用や生産の変化

・沿線以外の地域への産業連関・地域連関

による効果の波及

などについて分析を行い、整備路線により

影響を受ける「地域」や「産業」に大きな

差異があることを示した。具体的には西北

と沿海部を結ぶ路線の整備にあっては西部

地域および沿海部地域の広域な範囲にわた

ってその整備効果が現れること、他方で比

較的経済圏の閉じた西南と沿海部を結ぶ鉄

道路線の整備にあっては、その他地域への

明確な波及が見られないことなどを明らか

にした。

２　課題

本モデルの課題としては、1）データ上の

課題と、2）理論上の課題、２つの課題をあ

げることができる。

中国における統計データ－は近年、市場

化の進展や経済の成長によって、種類・信

頼性ともに従来よりも格段に向上している。

本研究のCGEモデルのデータベースとして

用いた地域産業連関表は、既往の研究で用

いられてきたものよりも信頼性が高く、こ

れによって分析の幅を広げることができた。

しかし、地域間交易データ等については、

地域産業連関表に比べ必ずしも十分な精度

を持っているとは言えないため、その信頼

性を高めていくことは今後の大きな課題で

あると考えている。

また、本研究においては一般均衡理論に

よる幾つかの仮定に基づいて分析を行って

きた。しかし、中国においては、社会主義

経済システムと市場経済システムの融合が

図られており、法制度や慣習、外部経済効

果など、市場経済の枠組みだけでは説明で

きない要因も多い。したがって、これらの

要因が分析結果にどの程度の影響を与える

のかを明らかにすること、さらには、これ

らの要因を組み込んだ新しい地域計量モデ

ルを開発していくことは、今後の大きな課

題の一つであると考えている。

注

1）中国の行政の中心は首都北京であり、その中央政

府は国務院と呼ばれる。現在、中国は４直轄市、

５自治区、22省、２特別行政区から構成されてお

り、それぞれ国務院とほぼ同様の行政組織をもっ

た地方政府が統治している｡

2）西蔵自治区や新彊維吾爾自治区の独立運動など

3）環日本海経済研究所（Economic Research Insti-

tute for North East Asia）

4）CES型効用関数を仮定した場合、

中国における物流政策評価のための地域計量モデルの開発
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等価変分：

ここで、V1：整備後の効用、V0：整備前の効用、

I0：整備前の所得
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付録　CGEモデルの構造

（1）添字

i：第i産業（産出）

j：第j産業（投入）

r：第r地域（産出）

s：第s地域（投入）

（2）価格変数

PM（i）：輸入財の価格

W（s）：賃金率

R：固定資本ストックのレンタル価格

＜生産部部門＞

PX（i, r）：国内財（生産地）の価格

PFA（j, s）：労働と固定資本ストックの合成財

価格

＜流通部門＞

PZ（i, s）：国内財（消費地）の価格

PFB（i, s）：国内財（消費地）の合成財価格

PQB（i, r, s）：国内財（生産地）と運輸サービ

スの合成財価格

＜運輸部門＞

PT：運輸サービスの価格

PFC（s）：労働と資本の合成財価格

（3）数量変数

L（s）：労働供給量

K（s）：固定資本ストック供給量

＜産業部門＞

X（j, s）：生産量

XA（i, j, s）：合成財投入量

FA（j, s）：一次投入量

LA（j, s）：労働投入量

KA（j, s）：固定資本ストック投入量

＜流通部門＞

Z（i, s）：合成財の生産量

DB（i, s）：国内財投入量

MB（i, s）：輸入財投入量

QB（i, r, s）：国内財（消費地）投入量

XB（i, r, s）：国内財（生産地）投入量

TB（i, r, s）：運輸サービス投入量

＜運輸部門＞

T：生産量

ZC（i, s）：合成財投入量

FC（s）：一次投入量

LC（s）：労働投入量

KC（s）：固定資本ストック投入量
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＜民間消費＞

ZH（i, s）：合成財消費量

＜政府消費＞

ZG（i, s）：合成財消費量

＜固定資本形成＞

ZI（i, s）：合成財投入量

＜輸出＞

XE（i, r）：国内財（生産地）の輸出量

（4）比率変数

μH（s）：民間部門の貯蓄率

μG：政府部門の貯蓄率

τ（s）：所得税率

（5）額変数

YH（s）：民間部門の所得

YG：政府部門の所得

S：総国民貯蓄

I：固定資本形成

E：輸出

（6）関数値

＜代替弾力性＞

σD（i）：国内財（消費地）の代替弾力性

σM（i）：国内財と輸入財の代替弾力性

σF（j, s）：労働と固定資本ストックの代替弾

力性

＜産業部門＞

βA
Z（i, j, s）：投入係数

βA
F（j, s）：付加価値係数

βA
L（j, s）：一次投入合成関数の労働に対する

スケール･パラメータ

βA
K（j, s）：一次投入合成関数の固定資本スト

ックに対するスケール･パラメー

タ

＜流通部門＞

βA
D（i, s）：国内財・輸入財合成関数の国内財

に対するスケール･パラメータ

βA
M（i, s）：国内財・輸入財合成関数の輸入財

に対するスケール･パラメータ

βB
Q（i, r, s）：国内財（消費地）合成関数のス

ケール･パラメータ

βB
X（i, r, s）：国内財（生産地）の投入係数

βB
T（i, r, s）：運輸サービス投入係数

＜運輸部門＞

βC
Z（i, s）：投入係数

βC
F（s）：付加価値係数

βC
L（s）：一次投入合成関数の労働に対するス

ケール･パラメータ

βC
K（s）：一次投入合成関数の資本に対するス

ケール･パラメータ

＜民間消費＞

βH
Z（i, s）：消費関数のシェア･パラメータ

＜政府消費＞

βG
Z（i, s）：消費関数のシェア･パラメータ

＜固定資本形成＞

βI
Z（i, s）：投資関数のシェア･パラメータ

＜輸出＞

βE
X（i, r）：輸出関数のシェア･パラメータ

（7）技術変数

C（i, r, s）：インフラ整備後の輸送費用

‾C（i, r, s）：インフラ整備前の輸送費用

産業部門需要

（1）

（2）

（3）L j s j s
PF j s

W s
F j sA A

L A

j

A

F

, ,
,

,( ) = ( ) ⋅ ( )
( )







⋅ ( )
( )

β
σ

F j s j s X j sA A
F, , ,( ) = ( ) ⋅ ( )β

Z i j s i j s X j sA A
Z, , , , ,( ) = ( ) ⋅ ( )β
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（4）

（5）

（6）

流通部門需要

（7）

（8）

（9）

（10）

（11）

（12）

（13）

（14）

運輸部門需要

（15）

（16）

（17）

（18）

（19）

（20）

民間消費

（21）

政府消費

（22）

固定資本形成

（23）

輸出

（24）

国内財（消費地）市場の需給均衡

（25）

国内財（生産地）市場の需給均衡

（26）

運輸サービス市場の需給均衡

（27）

労働市場の需給均衡

（28）L s L j s L sA
j

C( ) = ( ) + ( )∑ ,

T
C i r s

C i r s
T i r s

sri
B= ( )

( )
⋅ ( )∑∑∑ , ,

, ,
, ,

X i r X i j s X i rB
S

E, , , ,( ) = ( ) + ( )∑

Z i s Z i j s Z i sA
s

C, , , ,( ) = ( ) + ( )∑
Z i s Z i s Z i sH G I, , ,+ ( ) + ( ) + ( )

X i r i r
E

PX i rE E
X, ,

,
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( )
β

Z i s i s
I

PZ i sI I
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β

Z i s i s
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s Y s
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C C
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固定資本ストック市場の需給均衡

（29）

分配所得と貯蓄

（30）

（31）

（32）

投資・貯蓄の均衡

I＝S （33）

輸出・輸入の均衡

（34）

効用

（35）U s Z i sH H
i

i sH
Z

( ) = ( )∏ ( ), ,β

E M i s
i

B
s

= ( )∑∑ ,

S s Y S YH
s

H G G= ( ) ⋅ ( ) + ⋅∑µ µ

Y s W s L s R K sG
s

= ( ) ⋅ ( ) ⋅ ( ) + ⋅ ( )( )∑τ

Y s s W s L s R K sH ( ) = − ( )( ) ⋅ ( ) ⋅ ( ) + ⋅ ( )( )1 τ

K s K j s K s
s j

A
s

C
s

( ) = ( ) + ( )∑ ∑∑ ∑,
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